
 

大田区告示第   号 

   入 札 公 告 

 萩中公園水泳場大規模改修工事について、制限付一般競争入札を行うため、大田

区建設工事等電子入札実施要綱（平成18年３月31日付け経経発第594号。以下「要

綱」という。）第６条第２項の規定に基づき次のとおり公告する。 

  令和８年８月31日 

                   大田区長 鈴 木 晶 雅      

１ 競争入札に付する事項 

（１） 業  種 建築工事 

（２） 工事件名 萩中公園水泳場大規模改修工事 

（３） 工事場所 大田区萩中三丁目26番46号 

（４） 工事概要 

ア 屋根改修工事 一式 

イ 防水改修工事 一式 

ウ 内外装改修工事 一式 

エ その他工事 一式 

（５） 工  期 契約締結の有効の日から令和10年６月30日まで 

（６） 予定価格  事後公表 

（７） 前 払 金  適用対象 

（８） 中間前払金 適用対象 

（９） 入札方法 自主的に結成された共同企業体による制限付一般  

競争入札 

 （10） 本案件は「大田区企画経営部発注工事における労務費補正」

の対象工事である。 

 （11）  本案件は、余裕期間制度対象工事（発注者指定方式）である。 

写 



 

２ 競争入札に参加する者に必要な資格 

  この入札に参加を希望する者は、次に掲げる（１）から（13）まで

の全部に該当し、かつ、３の方法により入札に参加する資格があるこ

との確認を受けなければならない。 

（１）  共同企業体の条件として第一順位は、東京電子自治体共同運  

営電子調達サービス(以下、「電子調達サービス」という。)の 

建設工事等競争入札参加資格者名簿に記載され、業種『建築工 

事』の共同格付が、一般競争入札参加資格確認申請書の提出  

（ 以下「希望申請」という。）時にＡランクの区内又は準区内 

業者であること。 

（２）  第二順位は、電子調達サービスの建設工事等競争入札参加資 

格者名簿に記載され、業種『建築工事』の共同格付が、希望申 

請時にＡランク又はＢランクの区内又は準区内業者であること。 

（３） 第一順位から第二順位の構成員の中で、準区内業者は最大１ 

   社とする。 

（４） 出資割合は、第一順位60％以上80％以下、第二順位20％以上 

   40％以下。第一順位、第二順位ともに10％単位で任意の比率とす 

る。 

（５） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定

に該当していないこと。 

（６） 準区内業者とは、大田区における競争入札に係る準区内業者の

認定基準(平成27年７月29日付け27総経発第10517号)に基づき認

定を可としているものに限る。 

（７） 大田区競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成 25年12月19

日付け総経発第11201号）による指名停止期間中でないこと。  



 

（８） 経営不振の状態（民事再生法（平成11年法律第225号）第21条

第１項に基づき再生手続開始の申立てがなされたとき、会社更

生法（平成14年法律第154号）第17条第１項に基づき更生手続を

行ったとき。）にないこと。 

（９） 大田区契約関係暴力団等排除措置要綱に基づく排除措置期間

中でないこと。 

（10） 第一順位、第二順位ともに、令和３年４月１日から令和８年

３月31日までの期間に、大田区経理管財課発注建築工事の契約

実績を有すること。ただし、契約実績は履行がすでに終了して

いるものに限る。 

（11） 建設業法に従い、当該工事に現場代理人及び監理技術者又は

主任技術者を配置できること。ただし、現場代理人と監理技術

者、主任技術者又は監理技術者補佐はこれを兼ねることができ

る。また、現場代理人、監理技術者、主任技術者又は監理技術

者補佐は入札参加申請日の日以前に３か月以上の雇用関係を有

する者であること。 

（12） 電子調達サービスの「建設工事等入札参加資格申請の手引

き」に定義するところの関係会社が同時に申し込みをしていな

いこと。 

（13）（１）から（12）までに掲げるもののほか、法令を遵守しない

などの不適切又は不誠実な行為がある者ではないこと。 

３ 競争入札に参加する資格の審査 

（１） この入札に参加を希望する者は、自主的に結成された共同企

業体とし、電子調達サービスを通じて希望申請を行い、この入

札に参加する資格があることの審査を受けなければならない。 



 

（２） 希望申請に伴う資料の提出 

   ア 協定書の写し 

イ 委任状の写し（復代理人を選任する場合は復代理人用委任

状も含む） 

ウ 配置予定技術者調書（ＪＶ） 

エ 契約実績を有する事実を示す契約書等の写し 

オ 各配置予定技術者の保有資格を証明する書類（国家資格に

限る。） 

カ 各技術者の雇用関係が確認できる書類（健康保険被保険者

証等） 

 上記資料を電子調達サービス又はＦＡＸ等により提出しなけ

ればならない。ＦＡＸの場合の送信先は、経理管財課契約担当

宛てＦＡＸ番号5744－1508とする。提出のない申請は無効とす

る。なお委任状の原本は入札日の前日までに経理管財課契約担

当に提出すること。 

（３） 希望申請期間 

 令和８年８月31日(月)午前９時から令和８年９月４日（金）

午後４時までの間。ただし、電子調達サービス利用制限日時を

除く。 

（４） 入札参加資格の通知 

審査の結果は、希望申請を行ったときから令和８年９月７日（月）

までの間に、電子調達サービスの一般競争入札参加資格確認結

果通知書（以下「通知書」という。）により、入札参加資格の

有無を通知する。 

４ 契約約款等の閲覧 



 

  契約書は大田区所定の工事請負契約書を使用し、その契約約款及び

大田区における契約に関する特約を希望申請期間中に経理管財課カウ

ンターにて閲覧に供する。 

５ 設計図書の配付 

 （１） 設計図書は通知書とともに電子調達サービスで送信する。なお、返

却は不要とする。 

 （２）  設計図書を受領しないものは入札に参加することができない。  

 （３） 本案件についての現場説明は行わない。  

６ 入札期間及び方法等 

 （１） 通知書及び設計図書受領の日から令和８年10月19日（月） 

午後４時までの間。ただし、電子調達サービス利用制限日時を

除く。 

 （２） 電子調達サービスによる（郵送による入札は認めない。）。 

（３） 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額にその金額 

   の100分の10に相当する額を加算した金額（その金額に１円未 

   満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をも 

って契約金額とするので、入札者は消費税に係る納税義務者で 

あるか否かにかかわらず、その見積もった金額の110分の100に 

相当する金額を入札書に記載すること。  

（４） 工事費内訳書を提出すること。提出方法は、電子調達サービス

の入札書提出画面にて、入札金額の内訳を登録することによる。

ただし、再入札の場合は、この限りでない。  

（５） 入札執行回数の限度は、初度の入札及び再度の入札を合わせ  

   て２回とする。 

（６） この入札には最低制限価格を設定する。なお、開札した場合 



 

   において、最低制限価格より低い価格で入札をした者について  

は再入札に参加できない。 

（７） この入札には、大田区「大田区競争入札取扱要領」（平成27 

年４月１日付け26総経発第11374号。以下「入札取扱要領」という。） 

を準用する。 

７ 入札の取りやめ 

   この入札において、入札参加者に談合その他不穏な動きがあり、又

はその疑いがある場合において入札を公正に執行することができない

と認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札

の執行を延期し、若しくは取りやめるものとする。  

８ 入札の無効 

  次に掲げる事項のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１） 入札について不正の行為があったとき 

（２） 虚偽の申出を行った者がした入札 

（３） この入札に参加する資格があると確認された者であって、入  

   札時点において２に掲げる資格要件が一つ以上欠けた者がした  

入札 

（４） 工事費内訳書の提出がない場合又は指定した内容と異なる場合  

（５） その他、入札取扱要領に違反した入札 

９ 開札日時等 

 （１） 令和８年10月20日（火）午前９時 

 （２） 電子調達サービスによる。 

10  落札者 

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって  

入札した者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。  



 

落札者には電子調達サービスにより、開札日時以降に通知する。通知  

を受けたものは、速やかに経理管財課契約担当宛てに来庁すること。

ただし、落札者とされた者が８に掲げる行為を行った場合には、その落

札を無効とする。 

11 入札経過調書 

  入札経過調書は入札終了後、東京電子自治体共同運営電子調達サ 

ービスの入札情報サービスにおいて閲覧に供する。 

12 入札保証金 

  大田区契約事務規則第12条第２項に該当する場合は免除とする。 

13 契約保証等 

  契約金額の100分の10相当額の工事履行保証を措置すること。  

14 契約書の作成及び契約の確定 

この契約は大田区議会の議決により成立し、大田区及び落札者の両者

が契約書に記名押印したときに確定する。なお、契約書を電磁的記録に

て作成する場合には、大田区及び落札者の両者が電子署名を付与したと

きに確定する。 

15  この公告についての問合せ先 

大田区蒲田五丁目13番14号  大田区役所本庁舎９階 

総務部経理管財課契約担当  電話5744－1162 


